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諮問第 52号 

住宅審議会 
 

子育て世帯に対する住宅施策のあり方について（諮問） 

 
  
このことについて、次の理由を添えて諮問します。 

 
  令和５年８月７日 

 
兵庫県知事 齋藤 元彦  

                  
（諮問理由） 
  本県では、本格的な人口減少や急激な少子・高齢化が進行し、子育て世帯が年々

減少傾向にある中、少子化に歯止めをかけるためにも、子育て世帯に対する住宅施

策は重要なものとなっています。 
  近年では、特に阪神間を中心に子育て世帯の転入が増加傾向にある一方で、都市

部における新規住宅開発用地の減少や住宅価格の高騰なども見られるため、低廉で

良質な住宅を入手しやすい環境を整えるなど、住生活基本計画に目標として掲げて

いる「子育て世帯が暮らしやすい住まい・住環境の確保」に向けた施策について検

討する必要があります。 
このため、主に阪神間における、子育て世帯に対する住宅施策のあり方について、

調査審議を求めます。 
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令和５年度 第１回 住宅審議会 委員からの意見等の概要 

 

意見 

１ 検討の進め方 

・住宅と住環境、ハード施策とソフト施策といった検討フレームで整理してはどうか。 

・市町村という単位より、もっと細かくエリアの特性を見るべき。 

・今回の議論の対象として、住宅単体なのか、住環境なのか、子育て世帯なのか、論点を明

確にすべき。 

・諮問の内容が阪神間なので、阪神間の首長の意見もぜひ聞いていただきたい。 

・神戸市の実施した調査が参考になる。 

・西宮市の実施した調査では、市の総数的には増えていても、市内の中で減っている地域も

あることが分かっており、参考になる。 

 

２ 住宅に関する施策 

・土地価格・建築価格・人件費の高騰、職人不足の状況に配慮し、子育て世帯への支援策の

検討を行うべき。 

・住宅価格が高騰しているため、子育て世帯の経済的な支援が必要。 

・十分な広さと質を備えた賃貸住宅の充実が重要ではないか。 

・住み替え促進、子育て世帯が選べるような賃貸住宅の供給促進も検討すべき。 

・古い中古住宅を購入・改修して住みたい子育て世帯に対し、補助を行うことで住みたいと

思うインセンティブになる。 

・空き家が増加する中では、中古住宅の活用も重要。 

・県営住宅での母子家庭シェアハウスの検討が必要。 

・県営住宅の所得制限の多子加算等の緩和や、駅 10分以内の県営住宅での子育て世代の優

遇枠拡充など、優先入居要件を子育て世代重視にすべき。 

・都市部で住宅供給の制限となっている規制緩和を検討すべき。 

・県営住宅で、多子世帯に対する所得制限の緩和など、子育て世帯枠を拡充すべき。 
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３ 住環境に関する施策 

・教育環境や保育所など、住環境の面からの検討が必要。 

・働く場所や利便性など、住環境の面からの検討が必要。 

・子供が街や公園でもっと遊びやすい環境をつくるべき。 

・公園の充実や行政の支援など、子育てしやすい周辺環境を作っていくことが重要。 

・まちの魅力のプロモーションが重要。 

・都市計画施策との連携が必要。 

 

４ 住宅ニーズ 

・親の所得によってもニーズが変化するのではないか。 

・親の働き方の変化に応じ、ニーズが変化しているのではないか。 

・増えている共働き世代のニーズを把握することが必要。 

・子供の年齢に応じ、住宅や住環境のニーズは変化するのではないか。 

・地域ぐるみで子育てを行う雰囲気や環境も重要。 

 

 

質問 

・全体として子育て世帯数が減っている一方、子育て世帯の転入超過が拡大しているとある

が、この違いについて教えていただきたい。 

 （県回答）子育て世帯の社会増（転入超過）よりも、子育て世帯の自然減（世帯の子供全

員が 18歳以上になる数－子供出生数）の方が大きいため、子育て世帯の総数としては

減になっているものと考えます。 

・今回の検討は、他府県から子育て世帯を呼び込むのか、出生数を増やすのか。 

 （県回答）今回は、県内の子育て世帯が暮らしやすくなる施策を検討します。そのため、

対象とする子育て世帯には、県内在住の世帯も、県外から来られる世帯も含むため、県

外から子育て世帯を呼び込む施策も検討の範囲には含まれます。なお、出生数を増やす

ことについては、少子化・人口減対策として、これから結婚・子育てをする若者・Z世

代への支援策を県全体で検討しているところです。 
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